
平成２２年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容
平成22年2月22日

大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．高速道路等の整備促進

・新名神高速道路（全線早期整備）、大阪都市再生環状道路（大和川線等）等の整備促進


	○新名神高速道路等

西日本高速道路（株）新設改築費【高速】

　（国）　金額明記なし

　（Ｈ２１）　２，０５０億円

　※上記金額は同社内での予算要求状況

○大阪都市再生環状道路（大和川線等）等

阪神高速道路（株）高速道路建設事業費

　（国）　２２０億円　（Ｈ２１）　２４８億円

　※上記金額は同社内での予算要求状況


	○新名神高速道路等

西日本高速道路（株）新設改築費【高速】

　　(国)　未公表

○大阪都市再生環状道路（大和川線等）等
阪神高速道路（株）高速道路建設事業費

　　(国)　未公表

※国土の根幹を形成する新名神高速道路は、未着工区間を含め国の責務において早期に整備されるよう、引続き国に強く働きかけていく。

※大阪都市再生環状道路を構成する大和川線については、平成26年度の全線供用に向け、国・堺市・阪神高速道路㈱と協議調整を進めるとともに、必要額が満額確保されるよう働きかけていく。
	

	２．高速道路の料金見直し

・京阪神都市圏部の高速道路料金体系の一元化など、利用しやすい高速道路の実現
	○高速道路料金の見直し

高速料金無料化に関する社会実験経費

（全・国）６，０００億円

※東名・名神・首都高速・阪神高速等は対象外。
	○高速道路料金の見直し
（全・国）１，０００億円

※日本経済は大都市が牽引しており、都市部の高速道路にこそ料金施策が必要。

今後は今あるストックを有効に活用することで、新たな財源を生み出すという流れを作ることが重要。高速道路についても、事業者ごとに運営するという今までの枠組みにとらわれず、地域主権の観点から、維持管理や、ミッシングリンクの解消を、地域が主体的に行えるようにすべき。
	


	３．地方の道路財源の安定的な確保・充実

　　・広域幹線道路のアクセス道路や府県間道路等の機能的なネットワーク形成

・都市基盤施設の計画的な保全･更新

・バリアフリー化

・まちづくりを支える街路事業の推進　など
	○道路関係

・通常補助　（全・国）　３，０２３億円

（Ｈ２１）　３，７１９億円
・地域活力基盤創造交付金

(全・国）　７，５２０億円

（Ｈ２１）　９，４００億円

・有料道路事業（全・国）１，０３９億円

（Ｈ２１）１，０５４億円
・地方道路臨時貸付金　（全）８００億円
（Ｈ２１）１，０００億円


	○道路関係

・通常補助（全・国）　９３７億円

・地域活力基盤創造交付金等の既存の交付金は新たな交付金「社会資本整備総合交付金（仮称）」（国費２兆２，０００億円）に統合。

　・有料道路事業

（全・国）　１，０２７億円

　・地方道路臨時貸付金

（全）　　　　　８００億円

※府民生活の安全・安心確保や大阪経済の活性化のため必要な事業等については、着実に進展するよう、強く働きかけていく。
	

	４．開かずの踏切対策等の推進

・連続立体交差事業や幹線道路の立体交差事業に必要な財源措置
	
	
	

	５．都市基盤施設の適切な維持管理の推進

・都市基盤施設の早期補修や予防保全型の計画的補修を行う上で必定な技術支援等及び必要な財源措置
	
	
	

	６．駅前整備など市街地整備事業の推進

・土地区画整理事業や市街地再開発事業等に必要な財源措置
	○市街地整備

　（全・国）　１，７１１億円

（Ｈ２１）　２，７３４億円（都市局）

（全・国）　１，５０８億円

（Ｈ２１）　２，５３５億円（住宅局）


	○市街地整備

　（全・国）　　４０億円　（都市局）

　（全・国）　　２２億円　（住宅局）

※既存のまちづくりに関する補助金については「社会資本整備総合交付金（仮称）」に統合。

※良好な市街地の形成や大阪経済の活性化のため必要な事業等については、着実に進展するよう、強く働きかけていく。
	

	７．都市鉄道の整備促進等

・おおさか東線（新大阪～放出）等の整備促進

・なにわ筋線の都市鉄道調査の実施

・なにわ筋線の具体化に向け、新たな事業スキームの構築
	○おおさか東線

　貨物鉄道の旅客化　　

（全・国）　７．８億円

（Ｈ２１）１１．２億円

○なにわ筋線

都市鉄道調査　　　（全・国）　１．３億円
	○おおさか東線

　貨物鉄道の旅客化

　（全・国）　７．８億円
○なにわ筋線

都市鉄道調査　（全・国）　１．３億円
	


	８．東南海・南海地震津波対策の推進

・堺２区の基幹的広域防災拠点の早期整備

・水門等の遠隔監視・操作化、耐震補強等に必要な財源措置
	○治水事業、水害対策の推進

・国土基盤河川　（全・国）　５，３３０億円

　　　　　　　　（Ｈ２１）　４，５７５億円

・地域河川　　　（全・国）　１，７１７億円

　　　　　　　　（Ｈ２１）　１，６６８億円

・総合流域防災　（全・国）　　　６２０億円

　　　　　　　　（Ｈ２１）　　　５６３億円

・海岸（河川、港湾）

（全・国）　　　４２１億円

（Ｈ２１）　　　４６６億円

○土砂災害対策の推進

・砂　　防　　　（全・国）　１，５００億円

　　　　　　　　（Ｈ２１）　１，２８９億円

・急傾斜地崩壊対策

　（全・国）　　　２１９億円

　　　　　　　　（Ｈ２１）　　　１９１億円

○港湾整備の推進

・港湾事業　　　（全・国）　１，９４０億円

（Ｈ２１）　２，１９５億円


	○河川等の維持管理

（全・国）　　１，３９０億円

○災害対応・危機管理対策　

（全・国）　　１，３６２億円

○予防的な治水対策　　

（全・国）　　１，６３０億円

○良好な河川環境の回復　　

（全・国）　　　　１０１億円

○ダム建設事業　　　　

（全・国）　　１，６９０億円

○港湾整備の推進

・港湾事業

（全・国）　１，６５５億円

基幹的広域防災拠点整備を含む

※既存の治水、海岸、港湾事業に関する補助金については「社会資本整備総合交付金（仮称）」に統合。
	

	９．水害・土砂災害対策の推進

・老朽化した防災施設の機能確保に必要な制度充・財源措置

・避難体制確立のためのソフト対策に必要な財源措置
	
	
	

	１０．治水事業の推進

・淀川水系河川整備計画に関する協議・調整や阪神なんば線淀川橋梁の架け替えの推進

・大和川の河道掘削などの治水事業の推進

・亀の瀬地すべり対策事業の推進

・八軒家浜の整備や寝屋川の水質改善への支援及び大和川の水質改善の推進

・安威川ダム・槇尾川ダムの建設事業に必要な財源措置

・大阪都市圏の治水対策に必要な財源措置
	
	
	

	１１．港湾整備の推進

・堺泉北港の機能強化や災害対応力の強化への支援

・戦略的維持管理の推進

・堺２区基幹的防災拠点大規模地震対策施設整備などのの緑地部にかかる維持管理費用の国負担制度創設

・港湾管理者の経営基盤の確立に必要な措置

（フェニックス事業）
	
	
	

	１２．公園緑地の整備

・公園緑地の整備に必要な財源措置
	○都市公園　　　　　（全・国）　　９１３億円

（Ｈ２１）　　９９６億円
	○国営公園等　（全・国）　３６２億円

※既存の公園に関する主な補助金については「社会資本整備総合交付金（仮称）」に統合。
	

	１３．下水道の整備

・流域下水道事業の推進に必要な財源措置

・市町村の公共下水道における「主要な管渠」の国庫補助対象範囲の拡大
	○下水道事業費補助　（全・国）５，１９３億円

（Ｈ２１）５，８７４億円


	○下水道事業　（全・国）　４９６億円

※既存の下水道に関する補助金については「社会資本整備総合交付金（仮称）」に統合。
	

	１４．国直轄事業負担金の廃止

・国直轄事業負担金の廃止。特に維持管理にかかる負担金の早急な廃止

・国庫補助金にかかる財源移譲と補助金の廃止
	
	・維持管理負担金制度はＨ２２年度から廃止。ただし、経過措置として特定の事業に要する費用についてはＨ２２年度に限り徴収。Ｈ２３年度に全廃。また、Ｈ２５年度までに直轄事業負担金制度の廃止とその後のあり方について結論を得るとされている。
・直轄事業の業務取扱費は、Ｈ２１から退職手当、営繕宿舎費等に係る地方負担制度を廃止。Ｈ２２からは業務取扱費を全廃。併せて公共事業に係る補助事業の事務費補助も廃止。
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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